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PM2.5とは 

微小粒子状物質(PM2.5) 

大気中に浮遊している粒子(Particulate(粒子状) Matter(物質))のうち、 

大きさが２.５μm(マイクロメートル）以下の微小な粒子のこと 

  μmは1mmの1000分の１の長さ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

24Hr 
(24m3) 
捕集 
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大気中の粒子状物質 

体積濃度 

μm3/m3 

 

 

粒子径 Dp(μm) 

小粒子群 中間粒子群 粗大粒子群 

浮遊粒子状物質(SPM) 

微小粒子状物質(PM2.5) 

気管 

気管支 

肺胞 

肺 

喉頭 

咽頭 

鼻腔 

上部 

気道 
>10μm 

<10μm 

下部 

気道 <2.5μm 

呼吸域 

・高温ガスの冷却 

・ガス状物質※のガス相反応 

凝縮 

・ガス状物質※の取り込み 
・小粒子の凝集 

凝集 

・人為発生源 
・巻き上げダスト 
・海塩粒子 
・火山粒子 
・植物粒子 

※：ガス状物質SO2,NOxなど 
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PM2.5生成のしくみ 

一次粒子：発生源から粒子として直接排出される 

二次粒子：大気中で反応して生成される粒子 

       発生源の種類と地域は多岐にわたる。生成機構が複雑 

PM2.5発生または生成のしくみ（出典：神奈川県公害防止推進協議会）http://www.pref.kanagawa.jp/docs/pf7/pm/p656379.html 

VOC(揮発性有機化合物) 
NOｘ(窒素酸化物) 
SOｘ(硫黄酸化物) 
HCl(塩化水素) 
NH3(アンモニア) 



5 

経緯 

✓PM2.5：平成21年に環境基準が設定 

✓神奈川県は平成23年度から質量濃度モニタリングと成分分析を実施 
平成24年度から研究を実施 

★平成25年1月末以降、中国からの越境汚染 
が大きく報道 

  

県ではH25年3月から高濃度予報を実施 

 

 

 

 

 

 

 

対策検討に向けた情報が求められる(基礎的情報の整理・発生源の推定) 

H25.1.16朝日新聞 

http://www.pref.kanagawa.jp/sys/taiki

kanshi/taiki/pm25information.html 
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PM2.5の監視体制 

✓神奈川県は平成23年度から質量濃度モニタリングと成分分析を実施 

   質量濃度モニタリング地点 

 

 

 

                         

 

 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.pref.kanagawa.jp/docs/pf7/pm/p654638.html 

【県内の測定地点数】68 

■一般環境大気測定局：47 

●自動車排出ガス測定局：21 
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✓神奈川県は平成23年度から質量濃度モニタリングと成分分析を実施 

●成分分析地点 

●年4回連続14日間 

 試料採取・分析 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前処理  

抽出・酸分解 

回収 

PM2.5の監視体制 

研究局 



●質量濃度分布(平成25年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●構成成分(平成25年度) 
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基礎的情報の整理 

H25年度 東部の川崎・横浜地域が高く、 

西部に向かって濃度は低くなる。 

 

 
人為発生源の影響を受けている。 

 発生源は、県内・外？ 

      関東域内・外？ 

夏季：硫酸イオン 

冬季：硝酸イオン、炭素成分 

春・秋季：夏季・冬季の中間 
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基礎的情報の整理 
広域汚染？ 地域汚染？ 
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研究目的 

PM2.5の低減対策を検討するには、実態把握と発生源の把握が必要。         
 
 
 
 
 

 
    

【目的】 

「県内で観測されるPM2.5の生成に影響を及ぼす発生源寄与を明らかにする」こと 

を目的としてシミュレーションモデルを用いた発生源寄与解析を実施。 
                     (感度解析) 

 
 
 

 
 
 
 

✓発生源の種類、地域は多岐にわたる。 

✓生成機構が複雑 

 

PM2.5の生成に影響を及ぼす 

”発生源の地域や種類”の把握が困難。 

達成率が低い
平成25年度を
中心に解析 
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シミュレーションモデルの概要 

化学輸送モデル 
（CMAQ Community Multi-scale Air 

Quality model） 

・移流・拡散 （風に流される、散らばる） 
・反応・沈着 （他の物質に変化する、地表に落ちる） 

発生源データ 

大気質の推計 

●広域的な発生状況を把握できる。(測定局が無い地点) 

●発生源の影響を推定できる。(排出量を操作) 

気象モデル 
（WRF Weather Research and  

     Forecasting model） 

  
  
  

気象データ 
 ・風向・風速・気温 
 ・湿度・降水量・日射量 

地表データ 
・地表面温度 
・土地利用、植生  

気象場の推計 
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計算方法 

国立環境研究所等との共同研究を実施 

(H25~27、28~30年度) 
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計算方法 発生源寄与 
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計算再現性(質量濃度) 

(平成25年 日平均値) 

NOx 

Ox 

PM2.5 

PM2.5は実測値と概ね同様の日変動を示す。 

ただし高濃度発生時(3月、7月、8月)の再現性は不十分。 

大和市役所(一般局) 

粒
子
状
物
質 

ガ
ス
状
物
質 
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計算再現性(構成成分) 

（）は実測値を100とした相対値 有機ｴｱﾛｿﾞﾙは実測値(有機炭素)×1.6 

■硫酸イオン、■アンモニウムイオン、 

■元素状炭素は、概ね良好 

■硝酸イオンは、夏から秋にかけて過大評価 

■有機エアロゾルは過小評価 

 (ガス⇔粒子 挙動の再現性が難しい) 
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発生源解析結果 神奈川県(大和市役所) 

PM2.5：関東域内の寄与割合が約6割(県内割合が約4割) 

硫酸ｲｵﾝ：関東域外の割合が約8割 

硝酸ｲｵﾝ、元素状炭素：関東域内の割合が9割 

ｱﾝﾓﾆｳﾑｲｵﾝ、有機ｴｱﾛｿﾞﾙ：関東域内の割合が6割程度｡ 

年平均値(平成25年) 

第57回大気環境学会年会(平成28年9月) 
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季節別の解析 主要成分の挙動の違い 

【夏 季】 
硫酸イオン濃度 

平成25年 8/5～16 

【冬 季】 
硝酸イオン濃度 

平成26年 1/21～2/4 
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シミュレーション結果 (硫酸イオンの動態) 

関東平野における立体的な挙動 硫酸イオン 平成25年 8/5～16 
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特定領域からの削減により、計算濃度が増加する場合は寄与率０と仮定 

◆Obs. 

・8月4 ～ 8日：神奈川県、東京湾、国内(関東域を除く)の影響を受ける。 

・8月9～16日：東アジアや関東域(神奈川県と東京湾を除く)の影響を受ける。 

大和市役所(H25年) 

発生源解析 夏季(高濃度時)  

硫酸イオン 

第58回大気環境学会年会(平成29年9月) 

特にPM2.5濃度が高かった期間 
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まとめ 

【計算再現性】 
 質量濃度は概ね測定値と同様な日変動を示したが、高濃度日の再現性は十分でなかった。 

・硫酸イオンは概ね良好な再現性を示す。硝酸イオンは夏から秋にかけて過大評価の傾向。 

・有機炭素成分は全ての期間で過小評価される傾向。 

【発生源寄与解析】 
 年平均でみると、 

 ・PM2.5は関東域内の寄与割合が約6割。 

 ・硫酸イオンは関東域外の割合が約8割、硝酸イオンや元素状炭素は関東域内の割合が9割。 

 夏季高濃度時をみると、(主成分である硫酸イオン) 

 ・寄与濃度は日によって異なる傾向を示した。 

  前半(8月4～8日)は神奈川県、東京湾、国内(関東域外)起源の影響が見られた。 

  後半(8月9～15日)は東アジアや関東域(神奈川、東京湾を除く)の影響が見られた。 

  ⇒「関東域内の汚染に長距離輸送された汚染が加わったもの」と考えられた。 

【成果と課題】 

 県内のPM2.5の生成に影響を及ぼす発生源(地域)を推定することができた。 

・広域的な対策と地域的な対策の双方からのアプローチが重要であることが確認された。 

 一方、発生源(種類別)は十分把握しておらず、また再現性の劣る成分がある。【課題】 
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